
 
 

 

 

 
 
 

中⼩企業・⼩規模事業者関係 

予算・税制改正のポイント 

 
平成 29 年度当初予算・平成 29 年度税制改正 等 

 

 

※本資料に掲載されている情報は、平成 29 年度当初予算案等に盛り込まれている事業に関するものであり、 

事業実施の際には当該予算案等の国会での可決・成⽴が必要となります。 

 

 

詳しい情報は、中⼩企業庁ホームページをご覧下さい。
http://www.chusho.meti.go.jp/ 
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１．中⼩企業の⽣産性向上を⽀援します 

 
①ものづくり：IoT 等の我が国の政策に対し、中⼩企業・⼩規模事業者等の技術

⼒を最⼤限活⽤するため、⼤学等の研究機関と連携して⾏う、製品化につな
がる可能性の⾼い研究開発等への取組を最⻑３年間⽀援します。（補助
上限額：4,500 万円（初年度補助率 2/3）） 
※中⼩ものづくり⾼度化法に基づき指定された「特定ものづくり基盤技術」が対象です。また、同法に基

づき、「特定研究開発等計画」と認定されることが必要です。 
②サービス：中⼩企業が第 4 次産業⾰命に対応できるよう、AI、IoT やビッグデータ

等を活⽤して取り組むサービス産業の⽣産性向上、サービスモデル開発を最
⻑２年間⽀援します。（補助上限額：3,000 万円（初年度補助率
2/3）） 
※中⼩企業等経営強化法に基づき、「異分野連携新事業分野開拓計画」と認定される

ことが必要です。 
 

○ロー付け法によるダイヤモンド固定ワイヤーソーの開発 
 

【課題】 
太陽光発電シリコンやＬＥＤ⽤サファイアといった
⾼硬度材料のスライス（薄板切り）加⼯におけ
るコストの低減。  
【技術概要】 
切削能⼒に優れたダイヤモンドを、ロー付け⼿法
でワイヤーに固定し、⻑寿命で低価格の新たなダ
イヤモンド固定ワイヤーソーの⽣産技術を確⽴。 
 
 
 
 

◎戦略的基盤技術⾼度化・連携⽀援事業 130.0 億円 
担当：中⼩企業庁 技術・経営⾰新課 03-3501-1816 

窓⼝：各経済産業局等 

最⼤で 4,500 万円（補助率 2/3）の補助が出ます 

事業者の声 
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２．中⼩企業の海外展開を⽀援します 

 
事業計画の策定から海外展⽰会への出展等を通じた販路開拓、現地進出、進出
後の課題や事業再編の対応までを⼀貫して戦略的に⽀援します。具体的には、海
外展開戦略策定につなげるための海外現地における事業の実現可能性調査や
Webサイトの外国語化等の⽀援（補助上限額：50万円、補助率1/2（輸出企
業））、補助上限額：140 万円、補助率:1/2（直接投資））、海外展⽰会へ
の出展等を通じた販路開拓⽀援等を⾏います。 

＜沖縄のローカルヒーローのコンテンツ、関連グッズの新規市場開拓＞ 
  
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 

◎中⼩企業・⼩規模事業者海外展開戦略⽀援事業 23.9 億円 
担当：中⼩企業庁 創業・新事業促進課 03-3501-1767 

窓⼝：各地のジェトロ、中⼩企業基盤整備機構等 

最⼤で 140 万円（補助率 1/2）の補助が出ます 

以下のような取組に使える補助⾦です 

２８年度の主な⽀援対象展⽰会 
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農商⼯連携や地域資源を活⽤したふるさと名物の開発等の取組を⽀援します。具
体的には、新商品・サービスの開発のための設備や原材料費、販路開拓に向けた展
⽰会出展費などを補助します。（補助上限額：500 万円（機械化・IT 化の場合
1,000 万円上限、4 者以上のグループの場合 2,000 万円上限）、補助率:1〜2
回⽬ 2/3、3〜5 回⽬ 1/2） 
また、地域産品が持つ素材や技術等の強みを活かし、ブランドコンセプトを確⽴し、
海外展⽰会出展等を通じて海外販路開拓に取り組む事業を⽀援します。（補助
上限額：200 万円、定額補助（戦略策定）、補助上限額：2,000 万円、補助
率：2/3（ブランド確⽴）） 

＜農商⼯連携の事例＞            ＜地域資源活⽤の事例＞ 

 
 
 
 
 
 
⼿もぎ収穫されていた⽣⾷⽤スイート      ヤスリの技術を活⽤した多様な⽤途 
コーンの⾃動収穫機を開発し、販売       向けヤスリの開発及び販路開拓 
 
＜海外販路開拓の事例＞ 
 
 
 
 
 
京座布団作りの伝統と技を活⽤した新感覚クッションの海外展開 

◎ふるさと名物応援事業 13.5 億円 
担当：中⼩企業庁 創業・新事業促進課 03-3501-1767 

窓⼝： 各経済産業局等 

最⼤で 2,000 万円（補助率 2/3）の補助が出ます 

以下のような取組に使える補助⾦です 
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３．⼩規模事業者の持続的発展を⽀援します 

 
①地域⼒活⽤新事業全国展開⽀援事業：商⼯会・商⼯会議所が⼩規模事業者と
連携して⾏う地域資源を活⽤した特産品・観光開発等の地域経済活性化に向けた取
組を⽀援します。（補助上限：500〜800 万円 補助率：定額、2/3、1/2） 
②伴⾛型⼩規模事業者⽀援推進事業：「経営発達⽀援計画」の認定を受けた商⼯
会・商⼯会議所が⾏う、⼩規模事業者の事業計画の策定・実施⽀援など伴⾛型の⼩
規模事業者⽀援を推進します。（補助上限額：未定 補助率：定額） 

①地域⼒活⽤新事業全国展開⽀援事業 
未利⽤の果実をお酒に【⼩樽商⼯会議所（北海道）】 

これまで流通が確⽴していなかった北海道余市町産、仁⽊町
産の梅を使⽤したお酒シリーズ。⼥性メンバーを中⼼に商品の
企画からパッケージデザインまで開発⼥性の興味を引くポイントを
凝縮している。数量限定での⽣産。 

 
②伴⾛型⼩規模事業者⽀援推進事業 

地域経済活性化に資する取組に関する活⽤事例【⻑岡商⼯会議所（新潟県）】 
【概要】 
 ⻑岡野菜を⽤いたお菓⼦や漬物、惣菜等の即売会「ながおか
野菜クオーレ祭り」を市内で 2 ⽇間、開催。 
【狙い】 
 ⼩規模⾷品加⼯業者の販路拡⼤、伝統野菜である⻑岡野
菜の普及・ＰＲによる地域経済活性化と⻑岡の⾷⽂化継承。 
【成果】 
 来場者数は 2 ⽇間で１万 5,500 ⼈にのぼり、参加した 48 事
業者の売上総額は約 1,000 万円。⻑岡野菜は、地元のみなら
ず⾸都圏の飲⾷店からも注⽬されつつある。 

◎⼩規模事業対策推進事業 49.4 億円 
担当：中⼩企業庁 ⼩規模企業振興課 03-3501-2036 

窓⼝：全国商⼯会連合会、⽇本商⼯会議所 

商⼯会・商⼯会議所による⼩規模事業者⽀援を推進します。 

以下のような取組に使える補助⾦です 
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商⼯会・商⼯会議所の経営指導を受け、経営改善に取り組む⼩規模事業者は無
担保・無保証⼈・低利で融資を受けることができます。 
貸付限度額：2,000 万円 
貸付利率：1.16%（平成 28 年 12 ⽉ 9 ⽇現在） 
貸付期間 ：運転資⾦ 7 年以内、設備資⾦ 10 年以内 

４．商店街や中⼼市街地の活性化を⽀援します 

商店街における⼦育て・⾼齢者⽀援サービスの提供や空き店舗への店舗誘致、中⼼市
街地における波及効果の⾼い複合商業施設の整備などの取組を⽀援します。また、商
店街内の個店等が連携して⾏う販路開拓や新製品開発を⽀援します。（補助上限
額：未定、補助率：2/3、1/2） 

○⼦育て⽀援施設の整備             ○外国⼈向け宿泊施設の整備 
 
 
 

 

 

地域・まちなか商業活性化⽀援事業 17.8 億円 
商店街担当：   中⼩企業庁 商業課 03-3501-1929

中⼼市街地担当：地域経済産業Ｇ 中⼼市街地活性化室 03-3501-3754 
窓⼝：各経済産業局等

以下のような取組に使える補助⾦です 

◎⼩規模事業者経営改善資⾦融資事業(マル経融資等) 42.5 億円 
担当：中⼩企業庁 ⼩規模企業振興課 03-3501-2036 

窓⼝：各地の商⼯会、商⼯会議所

最⼤で 2,000 万円、無担保・無保証⼈・低利で融資が受けられます 

商店街での新しい取組や、中⼼市街地での商業施設整備に補助が出ます 
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５．起業・創業や経営資源の円滑な引継ぎを⽀援します 

 
創業：若者や⼥性など創業を⽬指す⽅の店舗借⼊費や設備導⼊費などの創業費

⽤等を⽀援します。（補助上限額：200 万円（外部資⾦の確約がない場
合 100 万円）、補助率:1/2）※産業競争⼒強化法に基づく認定市区町
村から創業⽀援を受ける創業者が対象です。 

事業承継：都道府県単位の事業承継⽀援ネットワークを構築することにより、地域
における事業承継ニーズの掘り起こしを図ります。また、事業承継（事業再⽣
を伴うものを含む）を契機とした経営⾰新や事業転換を⽀援します。（補助
上限額： 200 万円、500 万円（事業転換を伴う場合）、補助率:2/3） 

◎創業・事業承継⽀援事業 11.0 億円 
創業担当：中⼩企業庁 創業・新事業促進課 03-3501-1767
事業承継担当：     中⼩企業庁 財務課 03-3501-5803 

窓⼝：未定 

最⼤で 200 万円（創業）と 500 万円（事業承継）の補助が出ます 
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以下のような取組に使える補助⾦です 

【事業内容】 

  ⽇本３⼤だるま市の⼀つ深⼤寺の地域の活性化・雇⽤創出を⽬的に直径 20
ミリのミニだるま（呼称：ちぃだるま）など、だるまをモチーフとした商品の製造・販
売・PR に取り組む。 

  これにより、福祉施設・調布市在住の主婦への就労機会の提供、だるまを活⽤
した調布のだるまのイメージ定着、深⼤寺地域への訪問者の増加を図っている。 

創業補助⾦
「ミニだるま製造・販売・PR 実施による雇⽤創出・地域活性化」 

事業承継補助⾦
※補助対象事業者のイメージ 
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事業再⽣：各地の再⽣⽀援協議会で、事業の収益性はあるが、財務上の問題を

抱えている事業者に対して、窓⼝相談や⾦融機関との調整を含めた再⽣計画
の策定⽀援を実施します。 

事業引継ぎ：各地の事業引継ぎ⽀援センターで、事業承継についての幅広い相談
対応や後継者不在の事業者とその経営資源を活⽤して事業を拡⼤したい事
業者とのマッチング等の⽀援をします。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◎中⼩企業再⽣⽀援・事業引継ぎ⽀援事業 61.1 億円 
事業再⽣担当：中⼩企業庁 ⾦融課 03-3501-2876

事業引継ぎ担当：中⼩企業庁 財務課 03-3501-5803
窓⼝：再⽣⽀援協議会・事業引継ぎ⽀援センター 

事業再⽣や事業承継に取り組む事業者をサポートします 

参考：事業引継ぎ⽀援センターの取組事例 

 バロ電機⼯業株式会社（譲渡企業）の古⽥前社⻑は、70 歳を⽬前にして、
社内に後継者候補がおらず、会社の将来や従業員の雇⽤について、広島県事業
引継ぎ⽀援センターに相談。 
 登録機関である広島銀⾏のサポートを受け、同業他社である東洋電装株式会
社とマッチングを⾏い、M＆Ａに⾄った。 
 バロ電機⼯業株式会社は、従業員11名の雇⽤の維持と、⻑く続いてきた社名を
引き継ぐ事に成功。 

東洋電装株式会社は、熟練した技術者と近接地域での⼯場の確保に成功。さ
らに、バロ電機⼯業株式会社は⺠間市場を、東洋電装株式会社は公共市場を
商圏としていたため、販路の⼤幅な拡⼤にも繋がった。 
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６．⼈⼿不⾜の解消に向けて⽀援します 

各地の中⼩企業・⼩規模事業者が必要とする⼈材を地域内外から発掘し、マッチング・
定着など⼈材確保を⽀援します。また、中⼩サービス業・ものづくり現場・まちづくりの中核
を担う⼈材や、⼩規模事業者を⽀援する⼈材を育成します。 

 

 
 
 
 
 
 
 

ものづくり中⼩企業・⼩規模事業者の現場で働く中核的⼈材が、技術・技能の向上
等に関する講習の受講に必要な費⽤を補助します。対象となる講習は、（１）技
術・技能の向上等に関する講習、（２）現場改善技術に関する講習です。 
※ 補助率１／2、１企業あたり上限 50 万円、受講料・交通費・宿泊費が対象。 

＜スキーム図＞ 
 
 

◎中⼩企業・⼩規模事業者⼈材対策事業 16.7 億円 
担当：中⼩企業庁 経営⽀援課 03-3501-1763 

窓⼝：未定 

⼈材の確保・育成を⽀援します 

ものづくり中核⼈材育成事業 

マッチング事業当⽇の様⼦（ものづくり中⼩企業向け） 
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７．様々な経営課題の相談をお受けします 

中⼩企業・⼩規模事業者が抱える売上拡⼤や経営改善などの様々な経営課題につ
いて、全国のよろず⽀援拠点で相談を受けることができます。特に⾼度・専⾨的な課題
については、それに応じた専⾨家がされ、３回まで（事業承継に係る課題の場合に限り
５回まで）無料でアドバイスを受ける無料でアドバイスを受けることができます。また、⽀
援ポータルサイトによる中⼩企業⽀援施策の情報提供等を⾏います。 

 
＜企業概要＞ 
リトルピアニスト（代表：倉知真由美） 
 
＜コメント＞ 
「よろず⽀援拠点に相談していなかったら、どうなっていたか。 
相談に乗ってもらえたことは、幸運の１つだと思う。他機関も 
含め⽀援してもらったことが⼤きな⽀えになった。今のリトルピ 
アニストがあるのは、皆様の⽀援があったからこそと思う。」 

 

◎中⼩企業・⼩規模事業者ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ総合⽀援事業 54.8 億円 
担当：中⼩企業庁 経営⽀援課 03-3501-1763

窓⼝：各地のよろず⽀援拠点 

相談にのり、必要に応じて企業⽀援の専⾨家を無料で派遣します 

事業者の声 
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８．安定した事業環境を整備します 

 
下請事業者同⼠が連携して⾏う調査研究や設備導⼊などを⽀援します。（補助上
限額：2,000 万円、補助率：2/3） 
また、親事業者の⽣産拠点の閉鎖・縮⼩により売上げが減少する下請事業者が、
新分野進出のために⾏う試作開発、展⽰会出展などの取組を⽀援します。（補助
上限額：500 万円、補助率：2/3） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

◎中⼩企業取引対策事業 13.9 億円 
担当：中⼩企業庁 取引課 03-3501-1669 

窓⼝： 各経済産業局等

最⼤で 2,000 万円（補助率 2/3）の補助が出ます 

以下のような取組に使える補助⾦です 
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９．円滑な資⾦繰りを⽀援します 

 
①⽇本政策⾦融公庫補給⾦ 161.3 億円＜29 当初＞ 

⽇本政策⾦融公庫に対して、基準利率と特別利率の利率差及び⾦利引下げ分に
ついて、財政措置を⾏うことで、新たな事業の展開など、政策上の後押しが必要な分
野における中⼩企業・⼩規模事業者の資⾦繰りを⽀援します。 

 
②危機対応円滑化業務⽀援事業 9.5 億円＜29 当初＞ 

災害、⾦融不安等、国が認定した「危機」に際して、⽇本政策⾦融公庫の信⽤供
与（損失補填等）を受けた指定⾦融機関（商⼯中⾦等）が中⼩企業・⼩規模
事業者に必要な資⾦を供給します。 

 
③中⼩企業信⽤補完制度関連補助・出資事業 55.0 億円＜29 当初＞ 

経営の安定に⽀障が⽣じている等の中⼩企業者等の借⼊に対して信⽤保証協会が
保証を⾏い、債務不履⾏発⽣時に協会が負担する損失の⼀部を補填することで、
中⼩企業者の資⾦繰りの円滑化を図ります。あわせて、経営改善・⽣産性向上に取
り組む中⼩企業者等に対し、信⽤保証協会が地域⾦融機関と連携して経営⽀援
を実施します。 

 
④世界経済の不安定性などのリスクに備えた資⾦繰り⽀援 316.0 億円＜28 補正＞ 

(政策⾦融)政府系⾦融機関によるセーフティネット貸付等を実施するとともに、経営
⼒の向上に取り組む中⼩企業者等を⽀援するための⽇本政策⾦融公庫による低利
融資制度を創設します。 
(信⽤保証)中⼩企業者等が⾏う、既に存在する保証付き融資の新たな保証付き
融資への借り換えや、新規資⾦の追加による前向きな投資を⽀援します。 

 

政府系⾦融機関や信⽤保証協会を通じた資⾦繰り⽀援を実施します 

◎きめ細かな資⾦繰り⽀援 225.8 億円（加えて財務省計上 682.0 億）＜29 当初＞ 
316.0 億円（加えて財務省計上 326.0 億）＜28 補正＞ 

担当：中⼩企業庁 ⾦融課 03-3501-2876 
窓⼝：⽇本政策⾦融公庫・商⼯中⾦・信⽤保証協会
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１０．災害からの復旧・復興を⽀援します 

 
①東⽇本⼤震災により甚⼤な被害を受け、特に復興が遅れている地域（岩⼿県、
宮城県、福島県の津波浸⽔地域及び福島県の避難指⽰区域等）を対象に、中
⼩企業等グループの復興事業計画に基づきグループに参加する事業者が⾏う施設
復旧等の費⽤及び共同店舗の新設や街区の再配置などに要する費⽤を⽀援します。
（補助上限額：15 億円、補助率：中⼩企業者等 国 1/2、県 1/4、それ以外 
国 1/3、県 1/6） 
②熊本地震で被災した地域（熊本県、⼤分県）を対象に、中⼩企業等グループの
復興事業計画に基づきグループに参加する事業者が⾏う施設復旧等の費⽤及び共
同店舗の新設や街区の再配置などに要する費⽤を⽀援します。（補助上限額：
15億円、補助率：中⼩企業者等 国1/2、県1/4、それ以外 国1/3、県1/6） 

＜①東⽇本⼤震災の例＞ 
○東⽇本⼤震災により⽔産加⼯場等の施設が被災。 
○⽔産加⼯関連の事業者でグループを構成。 
○本補助⾦で、被災した施設の復旧を進めるとともに、 

グループで⼯場や倉庫等の共同利⽤化を促進し、経 
営の合理化を⾏う。 

＜②熊本地震の例＞ 
○熊本地震により宿泊・観光施設等が被災。 
○観光関連の事業者でグループを構成。 
○本補助⾦で、被災した施設等の復旧を進めるとともに、 

グループで復興に向けた取組の記録映像を撮影して、 
村のファンの増加に向けた取組を⾏う。 

◎中⼩企業組合等共同施設等災害復旧事業（中⼩企業等ｸﾞﾙｰﾌﾟ補助⾦） 
①東⽇本⼤震災被災地向け 210.0 億円＜29 当初＞
②熊本地震被災地向け 983.2 億円＜28 補正＞   
担当：中⼩企業庁 経営⽀援課 03-3501-1763 

①窓⼝： 岩⼿県、宮城県、福島県
②窓⼝： 熊本県、⼤分県      

最⼤で 15 億円（補助率 3/4）の補助が出ます 

以下のような取組に使える補助⾦です 
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東⽇本⼤震災により被害を受けた中⼩企業・⼩規模事業者に対し、政府系⾦融機
関が「東⽇本⼤震災復興特別貸付」等の低利融資を実施するために必要な財政⽀
援を⾏うことで、被災事業者の資⾦繰りを⽀援し、早期の事業・経営の再建を図りま
す。 

 

 
 

◎東⽇本⼤震災復興特別貸付等 【復興】68.0 億円 
担当：中⼩企業庁 ⾦融課 03-3501-2876 

窓⼝：⽇本政策⾦融公庫・商⼯中⾦ 

「東⽇本⼤震災復興特別貸付」の概要 

東⽇本⼤震災被災地向けの資⾦繰り⽀援を引き続き実施します 
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東⽇本⼤震災の被害を受けた中⼩企業・⼩規模事業者等の⼆重債務問題を含む
再⽣⽀援に対応するため、被災事業者からの相談に応じるとともに、必要に応じて再
⽣に向けた事業計画の策定⽀援・債権買取⽀援等を⾏います。 

 

 
①政策⾦融 

平成 28 年熊本地震により被害を受けた中⼩企業・⼩規模事業者に対して、資⾦
繰りの円滑化及び事業の復旧を⽀援するため、政府系⾦融機関が「平成 28 年熊
本地震特別貸付」を⾏います。 

 
②信⽤保証 

平成 28 年熊本地震により経営の安定に⽀障が⽣じている中⼩企業・⼩規模事業
者に対して、資⾦繰りの円滑化及び事業の復旧を⽀援するため、信⽤保証協会が
通常の限度額とは別枠で 100％保証するセーフティネット保証 4 号を適⽤します。 

東⽇本⼤震災被災地の中⼩企業の再⽣を⽀援します 

◎中⼩企業再⽣⽀援事業 【復興】13.9 億円 
担当：中⼩企業庁 ⾦融課 03-3501-2876

窓⼝：産業復興相談センター 

◎熊本地震対応資⾦繰り⽀援 
610.0 億円(うち財務省計上 414.0 億円)＜28 補正＞

担当：中⼩企業庁 ⾦融課 03-3501-2876 
窓⼝：⽇本政策⾦融公庫・商⼯中⾦・信⽤保証協会 

熊本地震で被災した企業の資⾦繰り⽀援引き続き実施します 
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「平成 28 年熊本地震特別貸付」の概要 

「セーフティネット保証４号」の概要 
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１１．税制改正で中⼩企業を⽀援します 

 
現⾏の⽀援措置（24 年度からの給与増加額に 10％税額控除）に加え、前年
度⽐ 2％以上賃上げした企業は、前年度からの給与増加額の 22％税額控除を
受けることができるようになります（賃上げに伴う社会保険料負担を上回る控除
率）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◎所得拡⼤促進税制の⾒直しによる賃上げ⽀援の⼤幅な拡充 
担当：中⼩企業庁 企画課 03-3501-1765

賃上げに積極的な企業を税額控除の拡充により後押しします 

改正のポイント 
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中⼩企業等経営強化法の認定を受けて利⽤できる税制措置が拡充されます。 

①固定資産税の特例措置が拡充され、対象設備（現在は機械装置のみ）に、
サービス業等で利⽤される⼀定の器具備品（冷蔵陳列棚、介護⽤アシストスー
ツ等）、建物附属設備（空調設備、エレベーター等）が追加されます。 

※新たに対象となる設備（器具備品・建物附属設備等）について、最低賃⾦が全国平均以
上の地域（埼⽟、千葉、東京、神奈川、愛知、京都、⼤阪）は、労働⽣産性が全国平均
未満の業種に対象が限定されます。その他の 40 道県では全ての業種が対象となります。 
②中⼩企業経営強化税制が創設され、サービス業等の⽣産性向上に向けた設
備投資を含めて、幅広い設備投資（機械装置、器具備品、建物附属設備
等）を即時償却等によって強⼒に⽀援します。 

加えて、中⼩企業投資促進税制、商業・サービス業・農林⽔産業活性化税制
（30%特別償却等）は、適⽤期限が 2 年間延⻑されます。 

 

 

 

◎固定資産税特例・即時償却による中⼩サービス業の投資減税の抜本強化 
担当：中⼩企業庁 財務課 03-3501-5803

固定資産税特例、即時償却等の対象設備を拡充します 

参考：新たに対象となる器具備品の例 

冷凍陳列棚 
介護⽤ 

アシストスーツ 空調設備 エレベーター 
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研究開発費（試験研究のための⼈件費や経費など）の⼀定割合（現⾏
12％）を法⼈税額から控除する研究開発税制について、研究開発費の増加率
が５％を超える場合には、最⼤ 17％まで控除割合を上乗せする仕組みが新たに
導⼊されます。また、ビッグデータ等を活⽤した第 4 次産業⾰命型の「サービス開
発」も⽀援対象に追加されます。 
※控除できる上限について、現⾏法⼈税額の 25％までのところ、研究開発費の増加率が 5％を

超える場合には、10％上乗せ（最⼤ 35％まで）する仕組みも新たに導⼊。 

 

◎中⼩企業向け研究開発税制の強化＜延⻑・拡充＞ 
担当：中⼩企業庁 技術・経営⾰新課 03-3501-1816

研究開発費を増加させる場合は控除割合と上限額を引き上げます 

参考：中⼩企業技術強化基盤税制（研究開発税制）の概要 
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法⼈税の軽減税率（所得 800 万円までの法⼈税率を 23.4％から 15％に軽
減）は 2 年間延⻑されます（平成 30 年度末まで）。 

 

事業承継税制とは、後継者が、経済産業⼤⾂の認定を受けた⾮上場会社の株
式等を現経営者から相続⼜は贈与により取得した場合に、相続税・贈与税の納
税が猶予される制度です。 
平成 29 年度から、雇⽤要件（5 年間平均 8 割）について、従業員 5 ⼈未満の
企業が従業員 1 ⼈減った場合でも適⽤を受けられるよう⾒直しが⾏われます。また、
災害や主要取引先の倒産等の場合には雇⽤要件が弾⼒化されます。 
・相続時精算課税制度との併⽤が認められるようになり、贈与税の納税猶予の取
消時の納税負担が軽減されます。 

◎法⼈税の軽減税率＜延⻑＞ 担当：中⼩企業庁 財務課 03-3501-5803 

法⼈税の軽減税率は引き続き 2 年間延⻑します 

◎事業承継税制の⾒直し＜拡充＞ 担当：中⼩企業庁 財務課 03-3501-5803 

要件を緩和してより利⽤しやすい制度にします 
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取引相場のない株式の評価⽅式について、上場株価の急激な変動、上場企業の
グローバル展開の影響や、中⼩企業の収益の改善を中⼩企業の株価に過度に反
映しないよう、類似業種⽐準⽅式等の⾒直しが⾏われます。 

参考：要件緩和のイメージ 

◎株式の評価⽅式の⾒直し＜新規＞担当：中⼩企業庁 財務課 03-3501-5803 

株式の評価⽅式を⾒直すことで株価を実態に即したものにします 
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各施策に関する連絡先  

お問い合わせ先 

●各経済産業局等の中⼩企業課の連絡先 

●関係機関の連絡先 

詳しい情報は、中⼩企業庁ホームページをご覧下さい。
http://www.chusho.meti.go.jp/ 


